
環境委員長 村上 千里

エネルギー基本計画に関わる
審議会についての報告



2020.12.16 中央環境審議会地球環境部会中長期の気候変動対策検討小委員会・
産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会地球温暖化対策検討WG合同会合 資料より

本部長：
内閣総理大臣
副本部長：
内閣官房長官、
環境大臣、
経済産業大臣
本部員：
その他のすべ
ての国務大臣

脱炭素社会に
向けた

長期戦略の
議論の場



近年のエネルギー政策に関する文書と社会の動き

日本のエネルギー政策に関する文書 世界、社会の動き

2011年3月 東日本大震災

2012年9月 革新的エネルギー・環境戦略
（討論型世論調査を実施）

2014年4月 第4次エネルギー基本計画

2015年7月 長期エネルギー需給見通し

2015年12月 パリ協定

2018年7月 第5次エネルギー基本計画

2018年8月
10月

気候のための学校ストライキ
IPCC「1.5℃特別報告書」

2020年3月 日本のNDC再提出 COP26延期

2021年夏？ 第6次エネルギー基本計画 11月COP26

2030年エネル
ギーミックス
CO2 21.9%減
（2013年度比）

2030年原子力
ゼロ、グリーン
エネルギー革命

2030年度
GHG26%減
（2013年度比）

エネミの改定と
整合したNDC
の提出を約束

NDC：自国が決定する貢献（nationally determined contribution）



地球温暖化対策計画
エネルギー基本計画

＋NDC見直しの全体のスケ
ジュールを示してほしい

それぞれの検討プロセ
スに市民参加の場を作

るべき
(討論型世論調査、
気候市民会議など)

検討の場への若者の参
加は必須ではないか

2021年11月のCOP26には、NDC
を見直し、より高い目標を掲げ、
世界の脱炭素の動きをけん引でき

るようになってほしい

原子力政策を進めるには、
信頼回復がカギ

2050年には
再エネ100シナリオも

検討してほしい

基本政策分科会での
村上の主な発言



20201.1.27 第36回資源エネルギー調査会基本政策分科会資料より

第6次
エネルギー
基本計画の

検討
プロセス

次回
2/24は
ココ

12/25
公表

12/21シ
ナリオ分
析の2050
年の参考
値を提示



12月21日基本政策分科会の日の日経朝刊



20201.1.27 第36回資源エネルギー調査会基本政策分科会資料より





第6次エネルギー基本計画に向けて

・審議会の議論だけで進めてよいのか？

国民的な議論の場を作り、関心を高めつつ、

意見を反映していくことが重要ではないか

・政府案への意見表明の場：公聴会、説明会、パブリックコメント

・民意を把握する方法 ：世論調査、討論型世論調査
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エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査

・2012年8月、民主党政権下で実施

・目的：エネルギー・環境会議が提示した選 択肢を中心に、

国民がどのような意見を持っているかを調査すること

・特徴：１）日本全国から無作為に参加者を抽出＝「社会の縮図」としての構成・代表性を確保

２）内閣官房に設置した「エネルギー・環境会議」が 3 つのシナリオを軸とした

2030 年を目標とする「革新的エネルギー・環境戦略」案を提示

３）電話調査＋討論フォーラム（2日間）を実施

調査は ①電話世論調査 ②討論前アンケート

③討論後アンケートの合計3回実施し、

熟慮された意見の推移をまとめる

４）結果は「エネルギー・環境会議」に反映
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/kokumingiron/dp/index.html

原子力発電
ゼロシナリオ
15シナリオ

20～25シナリオ

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/kokumingiron/dp/index.html
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2012年
「革新的エネルギー・環境戦略」
の検討プロセスと討論型世論調査

エネルギー・環境の選択肢
に関する討論型世論調査
≪討論資料≫p11より

世論調査：6,849名
討論フォーラム：
・284名が2日間参加


